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◆ 知 的 財 産 ◆

知財全般
〔論説・解説・研究・コラム〕

・実験動物の発明者の知的所有権【バイオ研究と法

①】 石田 佳治 1 44

・知的財産権の現状と将来【“L&T”インタビュー】

中山 信弘 2 2

・新しい植物の発明者の知的所有権【バイオ研究と

法②】 石田 佳治 2 44

・新しい微生物の発明者の知的所有権【バイオ研究

と法③・完】 石田 佳治 3 39

・知的資産の時代に生きる【公開セミナー記録】

五月女正三 4 23

・バイテク成果物の知的所有権による保護【研究会

レポート】 河原昌一郎 5 37

・知的財産権の保護問題の現状と今後の展望―知的

財産権のエンフォースメントのあり方を中心とし

て―【L&T最前線】 熊谷 健一 6 8

・植物に関するバイオテクノロジーの工業所有権的

保護【論文】 平木 祐輔 7 43

・知的財産保護をめぐる最近１年の動き【公開セミ

ナー記録】 御船 昭 8 23

・知的財産についての契約などと公証人法との関連

【論文】 田代 暉 9 22

・植物品種保護制度の現代的課題【論文】

河原昌一郎 10 27

・知的財産についての契約などと公証人法との関連

（２・完）【論文】 田代 暉 10 40

・アメリカ合衆国における知的所有権の「改革」と

それが日本の製造業者および輸出業者に及ぼす効

果【講演記録】

ケネス・Ｊ・バーチフィール 〔訳〕中津晴弘 12 31

・知的財産権訴訟における弁護士の役割【法律実務

のための知的財産法講義１】 寒河江孝允 13 88

・ソニー株式会社【INTERVIEW／わが社の知財

管理〔第１回〕】 藤井 令吉 13 94

・西村総合法律事務所【INTERVIEW／知財管理

戦略と弁護士事務所〔第１回〕】

岩倉正和・山口勝之 13 99

・新規の法的枠組みの発想【知的財産権アラカルト】

石田 佳治 13111

・ニュー・ミレニアムの知的財産法雑感【研究室ノ

ート】 相澤 英孝 13114

・知的財産権侵害訴訟における計画審理【法律実務

のための知的財産法講義２】 小松陽一郎 14 95

・武田薬品工業株式会社【INTERVIEW／わが社

の知財管理〔第２回〕】 秋元 浩 14104

・長島・大野・常松法律事務所【INTERVIEW／

知財管理戦略と弁護士事務所〔第２回〕】

大武和夫・小林俊夫 14110

・知的財産権紛争と裁判制度【研究室ノート】

土肥 一史 14120

・知的財産訴訟―その効率性と多様性【高論高見】

河野 正憲 15 1

・ライセンサー倒産における諸問題【論説・解説】

金子 宏直 15 37

・パブリシティ権の保護と不法行為法【〔シリーズ〕

不法行為法と知的財産１】 和田 真一 15 53

・データベースの不法行為法による保護―東京地裁

平１３・５・２５中間判決の評釈―【〔シリーズ〕不

法行為法と知的財産２】 平嶋 竜太 15 61

・森綜合法律事務所【INTERVIEW／知財管理戦

略と弁護士事務所〔第３回〕】

飯塚卓也・小野寺良文・三好豊・渡邊肇 15116

・異説への目を【研究室ノート】 小泉 直樹 15128

・特許法・商標法等の改正を語る〈座談会〉【〔特集〕

特許法・商標法等の改正】

飯村敏明・熊谷健一・小泉直樹

廣實郁郎・松尾和子・相澤英孝 16 4

・国際的な知的財産紛争の準拠法【論説・解説】

木棚 照一 16 53

・大韓民国における知的財産権紛争の準拠法―特許

権を中心に―【論説・解説】 呉 勝鋪 16 62

・中国におけるWTO加盟と不正品に関する問題

【外国判例・文献紹介】 張青華・広瀬史乃 16117

・キヤノン株式会社【INTERVIEW／わが社の知

財管理〔第３回〕】 大野 茂 16121

・フォークロアの保護【研究室ノート】茶園 成樹 16132

・知的財産制度の戦略的活用【高論高見】

中山 信弘 17 1

・知的財産戦略大綱をめぐって〈対談〉【論説・解

説】 中山信弘・相澤英孝 17 4

・知的財産事件と仮処分【論説・解説】

飯村敏明・佐野信 17 14

・営業形態の模倣と不法行為法―東京地裁平成１３年

９月６日判決を素材として―【〔シリーズ〕不法

行為法と知的財産３】 手嶋 豊 17 32

・商品形態の保護と不法行為法【〔シリーズ〕不法

行為法と知的財産４】 板倉 集一 17 40

・TMI総合法律事務所【INTERVIEW／知財管理

戦略と弁護士事務所〔第４回〕】

遠山友寛・山口芳泰・中村勝彦・大貫敏史 17117

・鳥の目でみた技術移転【知的財産権アラカルト】

石田 佳治 17126

・スタンリー・Ｐ・フィッシャー米国弁護士に聞く

【L&T特別インタビュー】〔聞き手〕寒河江孝允 18 42

・弁理士，特許部の周辺業務【知的財産権アラカル

ト】 石田 佳治 18126

・著作権と特許権の衝突【研究室ノート】

大瀬戸豪志 18128

i
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・知的財産権訴訟の充実と迅速化【高論高見】

永井 紀昭 19 1

・科学技術政策と知的財産法制【論説・解説】

高倉 成男 19 4

・知的財産の市場流通について【論説・解説】

御船 昭 19 53

・産学官連携と大阪TLO【論説・解説】

真弓 和昭 19 58

・平成１５年特許法等改正の概要―紛争処理制度の改

革を中心に―【論説・解説】 木村 陽一 20 27

・種苗法の改正の概要【論説・解説】 松井 孝之 20 33

・知的財産権侵害物品の水際取締りに係る関税定率

法の改正【論説・解説】 山田 清明 20 36

・新規の権利の三つの壁【知的財産権アラカルト】

石田 佳治 20122

〔行政情報・資料〕

・国内 知的所有権問題への産業界の対応【海外・

国内情報】 1 57

・バイオ法文献目録（知的所有権）【資料】 1 76

・「知的財産政策室」の発足について【官庁情報】

通商産業省 2 55

・国内 知的所有権問題への産業界の対応【海外

・国内情報】 2 60

・知的財産研究所の設立について【官庁情報】

通商産業省 3 65

・米国関税法第３３７条の改正提案発表される【官庁

情報】 通商産業省 7 70

・ペーパーレス計画について【官庁情報】 特許庁 10 77

・“コンピュータ・ソフトウェアの権利保護”―著作

権保護から著作権・特許権保護へ【“L&T”Topics】 10 80

・「工業所有権に関する手続等の特例に関する法律」

の概要【立法情報】

特許庁工業所有権制度改正審議室 11 59

・外国系企業R&D動向に関する調査【官庁情報】

厚生省 11 68

・ガットTRIP交渉について【官庁情報】

通商産業省 11 72

・経団連 TRIP交渉担当者と意見交換【海外・国

内情報】 11 76

・種苗管理センターの組織再編成【官庁情報】

農林水産省 12 66

・知的財産研究所の概要【官庁情報】 通商産業省 12 68

・工業所有権制度改正について【行政情報】

特許庁 13 85

・ヘーグ国際私法会議における裁判管轄・外国判決

条約作成作業について【行政情報】 法務省 14 80

・「産業競争力と知的財産を考える研究会」の発足に

ついて【行政情報】 経済産業省 14 83

・農林水産省の試験研究機関の独立行政法人化と知

的所有権保護の取組みについて【行政情報】

農林水産省 14 86

・「産業構造審議会知的財産政策部会法制小委員会

報告書」および「弁理士への特許権等の侵害訴訟

代理権の付与について」【行政情報】 特許庁 14 87

・第１回産学官連携サミット開催【総合科学技術会

議報告】 内閣府 14 93

・特許法等の一部を改正する法律案および弁理士法

の一部を改正する法律案について【行政情報】

特許庁 15106

・尾身大臣の米国・英国への出張について（平成１４

年１月５日―１７日）【総合科学技術会議報告】

内閣府 15111

・知的財産の証券化について【行政情報】

経済産業省 16103

・今後の知的財産関係における紛争処理について

【行政情報】 特許庁 16108

・総合科学技術会議が実施する国家的に重要な研究

開発の評価【総合科学技術会議報告】 内閣府 16112

・農林水産省所管独立行政法人における研究成果物

の取扱いについて【行政情報】 農林水産省 17 93

・産業構造審議会知的財産政策部会について【行政

情報】 特許庁 17 97

・知的財産戦略について―中間まとめ【総合科学技

術会議報告】 内閣府 17100

・提言「知的財産戦略について」を決定【総合科学

技術会議報告】 内閣府 19147

・産学官連携および知的財産戦略の推進【行政情報】

文部科学省 20 97

・知的財産戦略専門調査会の審議継続【総合科学技

術会議報告】 内閣府 20107

特 許
〔論説・解説・研究・コラム〕

・バイオテクノロジーの特許問題【特別セミナー記

録】 小野 恒一 1 21

・バイオテクノロジー関連特許の審査実務について

【公開セミナー記録】 守屋 敏道 3 20

・日本ワイスVS.日本ケミファ事件判決の検討〈座

談会〉【判例研究】

鎌田薫・円谷峻・末吉亙・山本豊・中津晴弘 3 43

・バイオテクノロジーの特許侵害訴訟におけるクレ

ームの解釈―ScrippsClinicandReserchFoun-

dationv.GenentechInc.事件【米国判例紹介】

末吉 亙 12 41

・特許権とは【特許侵害訴訟の論点･争点①】

村林 隆一 13113

・職務発明の現代的位置づけ―特許法３５条改正の動

きをめぐって―〈対談〉【論説・解説】

中山信弘・相澤英孝 14 4

・無効理由を有することが明らかな特許に基づく特

許権の行使と権利の濫用―最高裁「キルビー特許

判決」の射程―【論説・解説】 大瀬戸豪志 14 23

・裁判所は無効の審理をすることができるか【特許

侵害訴訟の論点･争点②】 村林 隆一 14119

・クレーム解釈に関する一考察―実体特許法条約案

を契機として―【論説・解説】 淺見 節子 15 18

・薬品企業の発明報償制度【医薬品法務・バイオ法

務最先端】 飯田 信次 15123
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・特許出願と司法判断【知的財産権アラカルト】

石田 佳治 15126

・裁判所は無効の審理をすることができるか【特

許侵害訴訟の論点･争点③】 村林 隆一 15127

・特許法等の一部改正について【〔特集〕特許法・

商標法等の改正】 廣實 郁郎 16 21

・特許法等の一部を改正する法律の成立―実務的側

面からの考察―【〔特集〕特許法・商標法等の改

正】 寒河江孝允 16 30

・平成１４年特許法改正の実務的考察【〔特集〕特許

法・商標法等の改正】 鶴田 準一 16 38

・特許法のハーモナイゼーションをめぐる一視点―

遺伝資源および伝統的知識の知的財産としての保

護―【論説・解説】 高林龍・増田由希子 16 45

・特許制度におけるクレームの役割，解釈および均

等論【法律実務のための知的財産法講義４】

尾崎 英男 16113

・信州大学とフランクリン･ピアース特許大学院の

こと【知的財産権アラカルト】 石田 佳治 16130

・技術的範囲―用語の意味【特許侵害訴訟の論点

･争点④】 村林 隆一 16131

・技術秘密を対象とする特許権侵害訴訟【法律実務

のための知的財産法講義５】 安田 有三 17107

・遺伝子関連発明の特許明細書の記載要件に関する

判例と問題点【外国判例・文献紹介】

大澤健一・片山英二 17112

・技術的範囲―特許請求の範囲の記載に基づいて

【特許侵害訴訟の論点･争点⑤】 村林 隆一 17127

・特許制度の国際化とは【研究室ノート】

熊谷 健一 17128

・多国籍企業グループによる日本特許権侵害とわが

国の国際裁判管轄【論説・解説】 渡辺 惺之 18 20

・外国特許権侵害に基づく差止め，廃棄および損害

賠償請求における準拠法―カードリーダー最高裁

判決―（最判平１４・９・２６）【判例研究】

樋爪 誠 18 35

・アメリカにおける均等論と出願経過禁反言をめぐ

る新たな混沌―フェスト事件連邦最高裁判決とそ

の後の動向【外国判例・文献紹介】 遠藤 誠 18118

・技術的範囲―最高裁の権利濫用論および審理の

順序【特許侵害訴訟の論点･争点⑥】 村林 隆一 18127

・特許法３５条の外国特許権に対する適用【論説・解

説】 小泉 直樹 19 28

・取引先に対する特許権侵害警告と営業誹謗【法律

実務のための知的財産法講義７】 高橋 隆二 19150

・技術的範囲―最高裁の権利濫用判決と技術的範

囲の審理【特許侵害訴訟の論点･争点⑦】

村林 隆一 19155

・平成１５年特許法等改正の概要―紛争処理制度の改

革を中心に―【論説・解説】 木村 陽一 20 27

・技術的範囲―最高裁の権利濫用判決と技術的範

囲の審理【特許侵害訴訟の論点･争点⑧】

村林 隆一 20123

〔行政情報・資料〕

・アメリカ・ヨーロッパ 塩基配列標記の統一に向

けての三極特許庁の対応【海外・国内情報】 8 65

・アメリカ TPA特許訴訟―ジェネンテック社対ウ

エルカム社事件【海外・国内情報】 9 63

・特許出願における要約の作成について【官庁情報】

特許庁 11 74

・“特許によるソフトウェアの保護”―最近のアメ

リリカの動向―【“L&T”Topics】 11 84

・特許法等の一部を改正する法律案および弁理士法

の一部を改正する法律案について【行政情報】

特許庁 15106

・医療関連行為発明に関する特許法上の扱いについ

て【行政情報】 特許庁 18 96

・特許制度等の見直しについて【行政情報】特許庁 19131

・特許・技術情報の自主開示について【行政情報】

経済産業省 20 96

・職務発明規定に関する検討について【行政情報】

特許庁 20102

商 標
〔論説・解説・研究・コラム〕

・ヨーロッパにおける商標製品の並行輸入に関する

判例その後【外国判例・文献紹介】

林康司・片山英二 14 99

・商標権侵害行為の特許権侵害行為との差異【法律

実務のための知的財産法講義８】 光石 俊郎 20108

〔行政情報・資料〕

・「サービスマーク登録制度の導入等に伴う商標制

度のあり方に関する答申」について【官庁情報】

特許庁 12 70

・ヨーロッパ 商標の独占的使用許諾契約に関する

EC委員会の決定【海外・国内情報】 12 74

企業秘密・公正取引
〔論説・解説・研究・コラム〕

・研究開発における秘密保持契約について【論文

・報告】 円谷 峻 1 4

・日本ワイスVS.日本ケミファ事件判決の検討〈座

談会〉【判例研究】

鎌田薫・円谷峻・末吉亙・山本豊・中津晴弘 3 43

・トレード・シークレットをめぐって【“L&T”イ

ンタビュー】 河野 愛 4 2

・産官学共同研究・開発における法的問題点につい

て―産業界の立場から―【研究会レポート】

梅沢 邦夫 4 37

・研究開発における秘密保持契約について【論文】

円谷 峻 5 15

・研究開発における秘密保持契約について（３・完）

【論文】 円谷 峻 6 21

・医薬品の共同開発にかかる秘密保持契約とその問

題点【報告】 寺本等・下山進・植田英人

八代章・伊藤義裕・川口正憲・別所直哉 6 49

・「財産的情報」の保護と差止請求権―不正競争

防止法改正案と民法理論―【論文】 鎌田 薫 7 13

iii
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iv

・欧米のトレード・シークレット法制と日本法の状

況【論文】 松本 恒雄 7 20

・財産的情報の保護と不正競争防止法の改正―そ

の１ 財産的情報の保護に関する議論の背景につ

いて―【立法状況】 熊谷 健一 8 6

・「財産的情報」の保護と差止請求権―不正競争

防止法改正案と民法理論―【論文】 鎌田 薫 8 16

・財産的情報の保護と不正競争防止法の改正―そ

の２ 不正競争防止法の一部を改正する法律につ

いて【立法状況】 熊谷 健一 9 9

・「財産的情報」の保護と差止請求権―不正競争

防止法の一部改正と民法理論―【論文】

鎌田 薫 9 15

・「財産的情報」の保護と差止請求権―不正競争

防止法の一部改正と民法理論―【論文】

鎌田 薫 10 19

・アメリカの判例にみるトレード・シークレット法

理の展開【海外の法状況】 岡本 幹輝 11 6

・「財産的情報」の保護と差止請求権―不正競争

防止法の一部改正と民法理論―【論文】

鎌田 薫 11 39

・「財産的情報」の保護と差止請求権―不正競争

防止法の一部改正と民法理論―【論文】

鎌田 薫 12 9

・ドイツにおけるノウハウ保護の法制度【論文】

円谷 峻 12 17

・文書提出命令と営業秘密の保護【論説・解説】

松村 信夫 13 36

・知的財産権法と独占禁止法【論説・解説】

川越 憲治 14 14

・共同研究・開発における秘密保持【論説・解説】

中島 憲三 14 29

・不正競争防止法の一部を改正する法律等の概要―

ドメイン名の不正取得および外国公務員等への贈

賄の禁止について―【論説・解説】

郷家康徳・大野理 15 45

・雇用の流動化と知的財産権【法律実務のための知

的財産法講義３】 吉武 賢次 15112

・米国遺伝子スパイ事件と企業防衛策【医薬品法務

・バイオ法務最先端】 飯田 信次 18123

・著作物としてのソフトウェアのライセンスと独占

禁止法【論説・解説】 泉 克幸 19 42

・平成１５年不正競争防止法改正の解説【論説・解説】

紋谷崇俊・山下隆也 20 13

・営業秘密の社内管理対策の必要性【医薬品法務・

バイオ法務最先端】 飯田 信次 20119

〔行政情報・資料〕

・バイオ技術と独占禁止法【官庁情報】

公正取引委員会 2 48

・不正競争防止法改正要綱【資料】

日本弁護士連合会 4 63

・産業構造審議会財産的情報部会報告書の概要【資

料】 7 77

・不正競争防止法の一部を改正する法律案について

【資料】 8 69

著作権
〔論説・解説・研究・コラム〕

・DNA配列の著作権性について―米国における

一論争にちなんで―【論文・報告】 中津 晴弘 2 23

・自動プログラミングと著作権【研究レポート】

末吉 亙 2 40

・DNA配列の著作権性について（２・完）―米国

における一論争にちなんで―【論文】

中津 晴弘 3 13

・改正後のアメリカ著作権法について【研究会レポ

ート】 山本 隆司 5 33

・プログラム著作物の翻案権侵害の基準―東京高裁

平成元年６月２０日決定について―【研究】

末吉 亙 7 38

・日米著作権法における非侵害法理【研究】

山本 隆司 11 50

・知的財産権をめぐる回顧と展望～ネット上の著作

権保護等をめぐって～〈対談〉【論説・解説】

中山信弘・末吉亙 13 8

・その後のナップスター訴訟―オンライン音楽配信

サービスをめぐる動向―【外国判例・文献紹介】

山本隆司・増田雅子 13 91

・著作権確認等請求事件の国際裁判管轄―円谷プロ

事件最高裁判決（最二小判平１３・６・８）【判例

研究】 樋爪 誠 14 50

・プロバイダ責任制限法の施行に伴う著作権関連の

権利侵害への対応【論説・解説】 桑子 博行 17 27

・反論権訴訟控訴審判決の著作権法解釈（東京高判

平５・１２・１）【判例研究】 長沢 幸男 18 29

・著作権侵害訴訟における攻撃，防御および立証

【法律実務のための知的財産法講義６】

三山 裕三 18112

・経済産業省のコンテンツ産業政策―著作権問題を

中心として―【論説・解説】 広実 郁郎 19 68

・オリジナルとコピー【研究室ノート】蘆立 順美 19156

・著作権保護のための技術的措置（コピープロテク

ション等）と法制度【論説・解説】 山地 克郎 20 4

・アメリカ著作権法における著作権保護期間延長規

定の合憲判決―Eldredv.Ashcroft,１２３S.Ct.７６９

（２００３）―【外国判例・文献紹介】 芹澤 英明 20114

・著作権法の目的【研究室ノート】 井関 涼子 20124

〔行政情報・資料〕

・国内 日本複写権センターについて【海外・国内

情報】 3 68

・経団連 著作権の集中処理機構の設立について

【海外・国内情報】 8 67

・国内 出版物の複製利用についての第８小委員会

の報告書について【海外・国内情報】 9 65

・国内 「学協会著作権集中処理システム」について

【海外・国内情報】 10 79

・著作権審議会第１小委員会の審議結果について

【資料】 著作権審議会第１小委員会 11 77

Ｌ＆Ｔ №２２ ２００４／１
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・米国政府関係者に米国の著作権保護水準に関する

懸念を伝達【行政情報】 文化庁 13 85

・「著作権戦略」の構築に向け全省庁に要望提出を要

請【行政情報】 文化庁 14 91

・インターネット対応でさらに世界をリード【行政

情報】 文化庁 15109

・「コンテンツ流通促進」のための新しい動き【行政

情報】 文化庁 16109

・平成１４年度の各省庁「著作権法改正要望」につい

て【行政情報】 文化庁 17 98

・審議が進む「著作権分科会」【行政情報】 文化庁 18 98

・「知財戦略大綱」等の実施に向けた著作権審議会報

告【行政情報】 文化庁 19144

・著作権：｢契約」と「意思表示」の時代の施策【行政

情報】 文化庁 20105

◆ 科 学 技 術 ◆

ライフサイエンス
〔論説・解説・研究〕

・組換えDNA研究と実験指針【論文・報告】

水野 隆史 1 13

・バイオテクノロジーの特許問題【特別セミナー記

録】 小野 恒一 1 21

・バイオテクノロジーとは【法律家のためのハイテ

ク講座①】 倉本 正志 1 41

・実験動物の発明者の知的所有権【バイオ研究と法

①】 石田 佳治 1 44

・「DNA診断」に潜む諸問題【L&T最前線】

寺岡 宏 2 8

・実験動物の現状と将来【論文・報告】赤松 晄 2 13

・DNA配列の著作権性について―米国における

一論争にちなんで―【論文・報告】 中津 晴弘 2 23

・バイオインダストリーの施策の新展開【解説】

日下部 聡 2 31

・「農林水産分野等における組換え体の利用のため

の指針」について【解説】 伊藤 洋 2 36

・新しい植物の発明者の知的所有権【バイオ研究と

法②】 石田 佳治 2 44

・「DNA診断」について 民事法学からのアプロ

ーチ 【L&T最前線】 前田 達明 3 10

・DNA配列の著作権性について（２・完）―米国

における一論争にちなんで―【論文】中津 晴弘 3 13

・バイオテクノロジー関連特許の審査実務について

【公開セミナー記録】 守屋 敏道 3 20

・たん白質の生成メカニズム【法律家のためのハイ

テク講座②】 倉本 正志 3 35

・新しい微生物の発明者の知的所有権【バイオ研究

と法③・完】 石田 佳治 3 39

・植物バイオテクノロジーの研究開発の動向【L&T

最前線】 印牧 馨 4 9

・西ドイツにおける「遺伝子工学法」制定の動き

【論文】 浦川道太郎 4 14

・放線菌の遺伝子操作について【研究】長岡 行蔵 4 43

・プロテインエンジニアリング【法律家のためのハ

イテク講座③・完】 倉本 正志 4 47

・動物におけるバイオテクノロジーの展開【L&T

最前線】 山内 健治 5 11

・西ドイツにおける人の胚の取扱い【研究】

岩志和一郎 6 14

・農林水産省におけるバイオテクノロジー関連施策

等について【公開セミナー記録】 貝沼 圭二 6 34

・医薬品の共同開発にかかる秘密保持契約とその問

題点【報告】寺本等・下山進・植田英人・八代章

伊藤義裕・川口正憲・別所直哉 6 49

・ニューバイオテクノロジーと医薬品開発【“L&T”

インタビュー】 高野 勇 7 2

・植物に関するバイオテクノロジーの工業所有権的

保護【論文】 平木 祐輔 7 43

・林業分野におけるバイオテクノロジーの展開【L

&T最前線】 伊藤 洋 8 11

・ヒトの細胞、組織の所有権を争う米国裁判事例

【レビュー】 岡本 幹輝 8 43

・最高裁判決下る―ヒトの細胞、組織の所有権を争

う米国カリフォルニア州裁判事例【L&T最前線】

岡本 幹輝 9 6

・食品分野におけるバイオテクノロジーの動向【L

&T最前線】 印牧 馨 10 2

・ヒトの細胞、組織の所有権を争う米国カリフォル

ニア州最高裁判決［概要］【米国判例紹介】

岡本 幹輝 10 50

・遺伝子工学の規制に関するドイツの新たな法律

【論文】 浦川道太郎 11 11

・ヒト・ゲノム・プロジェクトの知的所有権性【L

&T最前線】 石田 佳治 12 4

・アメリカにおけるヒトの細胞、組織の所有権をめ

ぐる論議について【研究】 手嶋 豊 12 25

・バイオテクノロジーの特許侵害訴訟におけるクレ

ームの解釈―ScrippsClinicandReserchFoun-

dationv.GenentechInc.事件【米国判例紹介】

末吉 亙 12 41

・クローン技術規制法と生命倫理問題への対処につ

いて【論説・解説】 菱山 豊 13 45

・「ゲノム創薬」の可能性【医薬品法務・バイオ法務

最先端】 中島 憲三 13106

・医薬品企業をめぐる法務最新事情【医薬品法務・

バイオ法務最先端】 辻 純一郎 13107

・｢ヒト ES細胞の樹立及び使用に関する指針」に

ついて―ヒトES細胞をめぐる倫理問題への取組

み―【論説・解説】 菱山 豊 14 43

・医薬品申請データの保護【医薬品法務・バイオ法

務最先端】 飯田 信次 14116

・医薬品企業法務研究会の活動【医薬品法務・バイ

オ法務最先端】 医薬品企業法務研究会 16126

・平成１４年薬事法改正の概要【論説・解説】

三好 圭 17 21

・バイオテクノロジー戦略会議で議論が期待されて

いること【バイオテクノロジー戦略会議報告（上）】

v
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宮本 岩男 17101

・遺伝子関連発明の特許明細書の記載要件に関する

判例と問題点【外国判例・文献紹介】

大澤健一・片山英二 17112

・ヒト組織を利用した研究と法・倫理【医薬品法務

・バイオ法務最先端】 飯田 信次 17123

・遺伝子改変生物のバイオセーフティ【論説・解説

【研究ノート】】 大塚 直 18 4

・バイオテクノロジー戦略大綱の概要【バイオテク

ノロジー戦略会議報告（中）】 宮本 岩男 18102

・米国遺伝子スパイ事件と企業防衛策【医薬品法務

・バイオ法務最先端】 飯田 信次 18123

・バイオテクノロジー戦略大綱の概要【バイオテク

ノロジー戦略会議報告（下）】 宮本 岩男 19148

・ヒトゲノム解析研究と広島・長崎【高論高見】

木村 利人 20 1

〔行政情報・資料〕

・バイオテクノロジーと環境保全【官庁情報】

環境庁 1 49

・植物を用いる実験（組換えDNA実験）に関する

考え方等の公表について【官庁情報】科学技術庁 1 50

・農林水産業・食品産業等におけるバイオテクノロ

ジー開発の推進【官庁情報】 農林水産省 1 52

・平成元年度における通産省のバイオインダストリ

ー施策の重点【官庁情報】 通商産業省 1 53

・アメリカ バイオテクノロジー特許をめぐる新た

な波紋【海外・国内情報】 1 54

・西ドイツ 西ドイツ『緑の党』と遺伝子工学【海

外・国内情報】 1 55

・国内 バイオ法研究の現況【海外・国内情報】 1 58

・バイオ法文献目録（知的所有権）【資料】 1 76

・バイオ技術と独占禁止法【官庁情報】

公正取引委員会 2 48

・「組換え体の開放系利用に伴う環境保全の基本的

考え方」に関する検討会中間報告の公表について

【官庁情報】 環境庁 2 49

・昭和６２年度組換えDNA実験実施状況調査結果

（実験指針に基準の示されている実験）【官庁情報】

科学技術庁 2 50

・ヒト・ゲノムプログラムの推進について【官庁情

報】 文部省 2 51

・アメリカ 遺伝子操作を経た有機体の環境リリー

スに対する規制の動向【海外・国内情報】 2 57

・西ドイツ 「遺伝子工学法」制定の動き【海外・国

内情報】 2 59

・農林水産分野等における組換え体の利用のための

指針【資料】 農林水産省 2 61

・組換え体の開放系利用に伴う環境保全の基本的考

え方―バイオテクノロジーと環境保全に関する検

討会中間報告【資料】 環境庁企画調整局 2 69

・中央公害対策審議会におけるバイオテクノロジー

専門委員会の設置と今後の審議予定について【官

庁情報】 環境庁 3 62

・アメリカ 米国微生物寄託制度の概要―新ルール

の解説―【海外・国内情報】 3 66

・組換え植物の非閉鎖系実験の承認について【官庁

情報】 科学技術庁 4 51

・生命科学の発展とバイオハザードをめぐる訴訟に

ついて【官庁情報】 法務省 4 52

・基礎産業局生物化学産業課の創設について【官庁

情報】 通商産業省 4 56

・大学等におけるヒト・ゲノムプログラムの推進に

ついて【資料】 学術審議会 4 59

・平成２年度バイオテクノロジー関連概算要求【官

庁情報】 環境庁 5 42

・第１回組換えDNA実験指針セミナーの開催につ

いて【官庁情報】 科学技術庁 5 44

・新薬開発推進会議【官庁情報】 厚生省 5 46

・ヨーロッパ バイオ発明の法的保護に関するEC

指令案の概要について【海外・国内情報】 5 47

・平成元年バイオテクーノロジー１０大ニュース【官

庁情報】 農林水産省 6 69

・イネ・ゲノム解析研究の推進について【官庁情報】

農林水産省 7 73

・バイオハザード訴訟（P４事件）のその後の展開

【官庁情報】 法務省 8 57

・バイオテクノロジー関連施設環境保全対策分科会

の設置について【官庁情報】 環境庁 8 59

・アメリカ・ヨーロッパ 塩基配列標記の統一に向

けての三極特許庁の対応【海外・国内情報】 8 65

・遺伝子操作生物の開放系利用に伴う生態系影響評

価に関する技術的事項について【官庁情報】

環境庁 9 53

・大学等におけるヒト・ゲノムプログラムの推進の

ための５カ年計画（報告）について【官庁情報】

文部省 9 56

・EC・西ドイツ ECと西ドイツにおけるバイオ法

の新動向【海外・国内情報】 9 60

・平成３年度バイオテクノロジー関連概算要求【官

庁情報】 環境庁 10 73

・「バイオテクノロジー成果物保護研究会報告書」に

ついて【官庁情報】 農林水産省 11 69

・イネ縞葉枯病ウイルスの外皮タンパク質遺伝子を

導入した組換えイネの開発【官庁情報】

農林水産省 11 71

・岐路に立つ組換えDNA実験差止請求訴訟【官庁

情報】 法務省 12 60

・大学等における組換えDNA実験指針の改正【官

庁情報】 文部省 12 62

・平成３年度農林水産省バイオテクノロジー関連予

算の概要【官庁情報】 農林水産省 12 64

・ライフサイエンス分野の研究開発の推進方策につ

いて【行政情報】 文部科学省 13 81

・医学研究における倫理指針の策定【行政情報】

厚生労働省 13 82

・イネゲノム研究有識者懇談会による今後のイネゲ

ノム研究推進の提言について【行政情報】

農林水産省 13 84

Ｌ＆Ｔ №２２ ２００４／１
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Ｌ＆Ｔ №２２ ２００４／１

・平成１４年度文部科学省ライフサイエンス関係予算

案について【行政情報】 文部科学省 15102

・農林水産省バイオテクノロジー等先端産業技術関

連予算案【行政情報】 農林水産省 15104

・生殖補助医療により出生した子の民法上の親子関

係を規律するための法整備に関する検討について

【行政情報】 法務省 16101

・文部科学大臣によるヒトES細胞研究の確認につ

いて【行政情報】 文部科学省 16104

・疫学研究に関する倫理指針について【行政情報】

厚生労働省 16106

・遺伝子組換え等先端技術に対する国民理解の促進

を図るための取組みについて【行政情報】

農林水産省 16107

・文部科学省における平成１５年度ライフサイエンス

関係概算要求の概要【行政情報】 文部科学省 17 89

・遺伝子組換え生物の環境影響の確認の義務化につ

いて【行政情報】 環境省 17 96

・農林水産省における生物遺伝資源の保存，提供の

取組み【行政情報】 農林水産省 18 92

・医療関連行為発明に関する特許法上の扱いについ

て【行政情報】 特許庁 18 96

・厚生労働省のバイオテクノロジー戦略【行政情報】

厚生労働省 19139

・農林水産省バイオテクノロジー等先端産業技術関

連予算【行政情報】 農林水産省 19140

科学技術一般
〔論説・解説・研究・コラム〕

・新しい技術と法【創刊に寄せて】 加藤 一郎 1 2

・“L&T”の発刊にあたって【創刊に寄せて】

鎌田 薫 1 3

・技術の進歩に法律はついて行けるか【L&Tオピニ

オン】 中津 晴弘 5 2

・輸血、血液製剤及びワクチン実験によるエイズ感

染と民事上の責任【公開セミナー記録】

エルヴィン・ドイチュ 〔訳〕浦川道太郎 5 24

・技術と法律の接点を求めて【“L&T”インタビュ

ー】 新田 克己 6 2

・事故訴訟における専門家証人としての化学技術者

【翻訳】 ノエル・ド・ネバース 〔訳〕杉本泰治 6 54

・科学者と法律家―日本と欧米の違いを考える【L

&T最前線】 石田 佳治 7 8

・ショック死事件にみる医療過誤訴訟と今日的問題

―神戸地裁平成１年１０月２７日判決についての実務

の立場からの考察―【判例研究】 辻 純一郎 9 37

・医薬品の開発と製造物責任―Brown判決に関連

して―【研究】 中井 一士 10 6

・科学の進歩と法律の進歩【エッセイ】星野 雅紀 11 2

・科学技術の発達と法、宗教、哲学【エッセイ】

河上 和雄 12 2

・復刊を祝って―１０年の経過―【高論高見】

星野 英一 13 2

・問題の提起―近未来との出会い【高論高見】

北川善太郎 13 4

・法律家は何をなしうるか【高論高見】鎌田 薫 14 1

・WTO体制と食品安全【高論高見】 松下 満雄 16 1

〔行政情報・資料〕

・先端技術の進歩と厚生科学【官庁情報】 厚生省 1 51

・医薬品副作用被害救済・研究振興基金の研究振興

業務【官庁情報】 厚生省 2 53

・委託プロジェクトに“成果共有方式”導入【官庁

情報】 通商産業省 2 56

・ヒューマンサイエンス振興財団【官庁情報】

厚生省 3 63

・国内 地球環境問題に対する産業界の取組みの現

状【海外・国内情報】 4 58

・GCP【官庁情報】 厚生省 5 45

・医薬品の臨床実験の実施に関する基準【資料】

厚生省薬務局 5 60

・機能性高分子環境保全関連資料について【官庁情

報】 環境庁 6 65

・平成２年度厚生省科学技術関係新規施策【官庁情

報】 厚生省 6 67

・国内 R&D制度・施策に対する産業界の評価は

６５点【海外・国内情報】 6 70

・バイオテクノロジーの環境保全応用の在り方につ

いて【官庁情報】 環境庁 7 66

・国立試験研究機関の改革方策【官庁情報】厚生省 8 63

・航空・電子等技術審議会諮問第１４号「糖鎖工学」

に対する答申について【官庁情報】 科学技術庁 9 55

・最近の話題二つ【官庁情報】 厚生省 9 57

・農林水産先端技術産業振興センター（仮称）に

ついて【官庁情報】 農林水産省 9 58

・平成３年度厚生省科学技術関係予算の概要【官庁

情報】 厚生省 12 63

・平成１４年度の科学技術に関する予算，人材等の資

源配分の方針【総合科学技術会議報告】 内閣府 13 87

・生殖補助医療のあり方に関する検討【行政情報】

厚生労働省 14 84

・医学研究に係る指針の検討について【行政情報】

厚生労働省 15103

・厚生科学審議会について【行政情報】厚生労働省 17 91

・厚生労働省の科学技術政策について【行政情報】

厚生労働省 18 91

・環境省における平成１５年度科学技術関係予算概算

要求の概要【行政情報】 環境省 18 95

・平成１５年科学技術関係予算の編成に向けて（意見

具申）【総合科学技術会議報告】 内閣府 18100

・産学官連携への取組み【行政情報】 厚生労働省 20 98

・平成１５年度環境技術開発等推進事業における新規

課題の採択について【行政情報】 環境省 20101

◆ 情 報 ◆

情報技術
〔論説・解説・研究・コラム〕

・自動プログラミングと著作権【研究レポート】

vii



ȶＬ＆Ｔ総索引（１号～２０号）

viii

末吉 亙 2 40

・“トロン”の時代【“L&T”インタビュー】

坂村 健 3 2

・プログラム著作物の翻案権侵害の基準―東京高裁

平成元年６月２０日決定について―【研究】

末吉 亙 7 38

・ソフトウエアの論理的設計法をめぐって【“L&T”

インタビュー】 野口健一郎 9 2

・知的財産権をめぐる回顧と展望～ネット上の著作

権保護等をめぐって～〈対談〉【論説・解説】

中山信弘・末吉亙 13 8

・電子商取引等に対応する立法の解説【論説・解説】

日下部聡・小宮義則 13 23

・わが国におけるドメイン名紛争の実情【論説・解

説】 横山 経通 14 36

・ネットワークトラブルとISPの責任【論説・解説】

町村 泰貴 15 28

・プロバイダ責任制限法の施行に伴う著作権関連の

権利侵害への対応【論説・解説】 桑子 博行 17 27

・電子署名法とその課題【論説・解説】米丸 恒治 19 15

・ハイテク犯罪等の現状と対策【論説・解説】

立﨑 正夫 19 35

・著作物としてのソフトウェアのライセンスと独占

禁止法【論説・解説】 泉 克幸 19 42

〔行政情報・資料〕

・西ドイツ・オーストリア ソフトウエアの瑕疵【海

外・国内情報】 1 56

・フアジイシステムの今後の方向【資料】

科学技術庁研究開発局フアジイ研究会 3 69

・日弁連 『コンピュータ犯罪と現代刑法』の出版に

あたって【海外・国内情報】 7 74

・国内 ハイテク法務論争のこのごろ【海外・国内

情報】 7 75

・“コンピュータ・ソフトウェアの権利保護”―著作

権保護から著作権・特許権保護へ【“L&T”Topics】 10 80

・“特許によるソフトウェアの保護”―最近のアメリ

カの動向―【“L&T”Topics】 11 84

・政府のＩＴ関連法整備について【行政情報】

経済産業省 13 80

・工業所有権制度改正について【行政情報】特許庁 13 85

・商号の登記にローマ字等を用いるための商業登記

規則等の改正【行政情報】 法務省 17 88

・電気通信分野における消費者行政の推進について

【行政情報】 総務省 17 94

・「電子署名及び認証業務に関する法律」について

【行政情報】 総務省 18 94

・世界情報社会サミット アジア・太平洋地域会合

の開催結果【行政情報】 総務省 19142

・株券不発行制度・電子公告制度の導入について【行

政情報】 法務省 20 94

・わが国の発展，豊かな国民生活の実現に向けた情

報通信研究開発・標準化戦略の策定【行政情報】

総務省 20 99

情報一般
〔論説・解説・研究・コラム〕

・現代社会における情報をめぐる裁判例【１】

升田 純 13 74

・現代社会における情報をめぐる裁判例【２】

升田 純 14 77

・現代社会における情報をめぐる裁判例【３】

升田 純 15 98

・現代社会における情報をめぐる裁判例【４】

升田 純 16 96

・現代社会における情報をめぐる裁判例【５】

升田 純 17 84

・法情報学の現状と今後の課題【論説・解説】

加賀山 茂 18 13

・現代社会における情報をめぐる裁判例【６】

升田 純 18 88

・現代社会における情報をめぐる裁判例【７】

升田 純 19127

・現代社会における情報をめぐる裁判例【８】

升田 純 20 89

◆ そ の 他 ◆

・平成２年度概算要求【官庁情報】 厚生省 4 54

・平成元年度出融資案件決定【官庁情報】 厚生省 7 68

・ブルガリアの現状と展望【“L&T”インタビュー】

セルゲイ・ミラノフ 8 2

・麻薬取締法等の改正について【官庁情報】厚生省 8 61

・薬務局の組織再編成について【官庁情報】厚生省 10 75

・日本人に必要なのは「契約」システムの理解だ【知

的財産権アラカルト】 石田 佳治 14118

・司法制度改革におけるビジネスロー〈座談会〉【論

説・解説】

落合誠一・中山信弘・小寺彰・水野忠恒

白石忠志・村上政博・中里実・相澤英孝 15 4

・『英文ライセンス契約実務マニュアル』の執筆を終

えて【L&Tトピックス】 小高 壽一 17104

・日本のユニバーシティ･ガバナンス管見【高論高

見】 奥島 孝康 18 1

・ハイテクロイヤーと金融ロイヤー【知的財産権ア

ラカルト】 石田 佳治 19154
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・東京地判平元・２・７（昭和５９年ワ第７２６６号ほか）

【判例速報】 １ ５９

・東京高決平元・６・２０（平成元年ラ第３２７号）

【判例速報〔解説・高石義一〕】 ５ ４９

・大阪地判平元・９・１８（昭和５５年ワ第５２７８号）

【判例情報】 ６ ７４

・大阪地判平２・２・２０（昭和６２年ワ第２４２２号）

【判例情報】 ９ ６６

・最三小判平１１・３・９（平成７年（行ツ）第２０４号）

民集５３巻３号３０３頁

【重要判例解説〔解説・長沢幸男〕】２０ ５９

・最二小判平１１・４・１６（平成１０年（受）第１５３号）

民集５３巻４号６２７頁

【重要判例解説〔解説・髙部眞規子〕】１９ ７２

・最二小判平１１・７・１６（平成１０年オ第６０４号）

民集５３巻６号９５７頁

【重要判例解説〔解説・髙部眞規子〕】２０ ４０

・最一小判平１２・１・２７（平成７年（行ツ）第１０５号）

【重要判例解説〔解説・長沢幸男〕】１９ ９５

・最三小判平１２・２・２９（平成１０年（行ツ）第１９号）

【重要判例解説〔解説・髙部眞規子〕】１４ ５５

・最三小判平１２・４・１１（平成１０年オ第３６４号）

【重要判例解説〔解説・髙部眞規子〕】１３ ４９

・最三小判平１２・７・１１（平成１０年（行ヒ）第８５号）

【重要判例解説〔解説・髙部眞規子〕】１３ ５８

・最一小判平１２・９・７（平成１０年（受）第３３２号）

【重要判例解説〔解説・髙部眞規子〕】１３ ５５

・最三小判平１３・２・１３（平成１１年（受）第９５５号）

【重要判例解説〔解説・髙部眞規子〕】１４ ５９

・最二小判平１３・３・２（平成１２年（受）第２２２号）

【重要判例解説〔解説・髙部眞規子〕】１５ ６９

・大阪高判平１３・４・１９（平成１１年ネ第２１９８号）

【最新判例紹介】１３ ６４

・大阪地判平１３・４・１９（平成１０年ワ第１３５６０号）

【最新判例紹介】１３ ６９

・東京地判平１３・４・２４（平成１２年ワ第３５４５号）

【最新判例紹介】１３ ７０

・東京高判平１３・５・７（平成１０年（行ケ）第２８号）

【最新判例紹介】１３ ６４

・東京高判平１３・５・１０（平成１２年（行ケ）第２２９号）

【最新判例紹介】１３ ６５

・大阪高判平１３・５・１０（平成１２年ネ第２９１４号ほか）

【最新判例紹介】１３ ６５

・東京地判平１３・５・１４（平成１１年ワ第１６１７５号）

【最新判例紹介】１３ ７０

・東京地判平１３・５・１５（平成１１年ワ第２８９６３号）

【最新判例紹介】１３ ７１

・東京地判平１３・５・１６（平成１２年ワ第７９３２号）

【最新判例紹介】１３ ７１

・東京高判平１３・５・２２（平成１１年ネ第３２０８号）

【最新判例紹介】１３ ６５

・東京地判平１３・５・２２（平成１２年ワ第３１５７号）

【最新判例紹介】１３ ７１

・東京地判平１３・５・２５（平成８年ワ第１００４７号ほか）

【最新判例紹介】１３ ７２

・東京高判平１３・５・２９（平成１３年ネ第１０３５号）

【最新判例紹介】１３ ６６

・東京地判平１３・５・２９（平成１２年ワ第１２７２８号）

【最新判例紹介】１３ ７２

・東京高判平１３・５・３０（平成１１年ネ第６３４５号）

【最新判例紹介】１３ ６６

・東京高判平１３・５・３０（平成１２年ネ第７号）

【最新判例紹介】１３ ６７

・東京高判平１３・５・３０（平成１２年（行ケ）第３８６号）

【最新判例紹介】１３ ６７

・東京地判平１３・５・３０（平成１３年ワ第２１７６号）

【最新判例紹介】１３ ７２

・最二小判平１３・６・８（平成１２年オ第９２９号ほか）

【最新判例紹介】１３ ６３

・最二小判平１３・６・８（平成１２年オ第９２９号ほか）

【重要判例解説〔解説・髙部眞規子〕】１６ ７２

・最三小判平１３・６・１２（平成９年オ第１９１８号）

【最新判例紹介】１３ ６３

・最三小判平１３・６・１２（平成９年オ第１９１８号）

【重要判例解説〔解説・長谷川浩二〕】１５ ７６

・東京地判平１３・６・１５（平成１２年ワ第２７２５８号）

【最新判例紹介】１３ ７３

・大阪高判平１３・６・２１（平成１２年ネ第３８３６号）

【最新判例紹介】１３ ６８

・東京高判平１３・６・２６（平成１０年（行ケ）第７９号）

【最新判例紹介】１３ ６７

・東京地判平１３・６・２６（平成１２年ワ第１８１６７号）

【最新判例紹介】１３ ７３

・最一小判平１３・６・２８（平成１１年（受）第９２２号）

【最新判例紹介】１３ ６３

・最一小判平１３・６・２８（平成１１年（受）第９２２号）

【重要判例解説〔解説・髙部眞規子〕】１６ ６６

・東京高判平１３・６・２８（平成１２年（行ケ）第１８６号）

【最新判例紹介】１３ ６８

・最二小判平１３・７・６（平成１２年（行ヒ）第１７２号）

【最新判例紹介】１４ ６４

・最二小判平１３・７・６（平成１２年（行ヒ）第１７２号）

【重要判例解説〔解説・長谷川浩二〕】１７ ６２

・東京高判平１３・７・１２（平成１２年（行ケ）第４４７号）

【最新判例紹介】１３ ６８

・大阪高判平１３・７・１２（平成１２年ネ第１０１６号）

【最新判例紹介】１４ ６４

・大阪地判平１３・７・１２（平成１２年ワ第１４５５号）

【最新判例紹介】１４ ６９

・東京高判平１３・７・１６（平成１２年（行ケ）第６６号）

【最新判例紹介】１４ ６４

・東京高判平１３・７・１６（平成１２年（行ケ）第２５７号）

【最新判例紹介】１４ ６５

・東京高判平１３・７・１７（平成１２年（行ケ）第４７４号）

【最新判例紹介】１３ ６９

ix

重要判例解説・最新判例紹介
（ 年 月 日 順 ）



ȶＬ＆Ｔ総索引（１号～２０号）

x

・東京地判平１３・７・１７（平成１１年ワ第２３０１３号）

【最新判例紹介】１４ ７０

・東京地判平１３・７・１９（平成１３年ワ第９６７号）

【最新判例紹介】１４ ７０

・東京地判平１３・７・２５（平成１３年ワ第５６号）

【最新判例紹介】１４ ７１

・東京地判平１３・７・２７（平成１１年ワ第２１９７４号）

【最新判例紹介】１４ ７１

・東京地判平１３・８・２７（平成１０年ワ第２３８２４号）

【最新判例紹介】１４ ７２

・大阪高判平１３・８・２８（平成１３年ネ第２４２号）

【最新判例紹介】１４ ６５

・大阪地判平１３・８・２８（平成１１年ワ第５０２６号）

【最新判例紹介】１４ ７２

・東京高判平１３・８・２９（平成１３年（行ケ）第１５６号）

【最新判例紹介】１４ ６６

・大阪地判平１３・８・３０（平成１２年ワ第１０２３１号）

【最新判例紹介】１４ ７３

・東京地判平１３・８・３１（平成１２年ワ第２６９７１号）

【最新判例紹介】１４ ７３

・東京地判平１３・９・６（平成１２年（行ウ）第２３０号）

【最新判例紹介】１４ ７４

・東京地判平１３・９・２０（平成１２年ワ第１１６５７号）

【最新判例紹介】１４ ７４

・東京地判平１３・９・２０（平成１２年ワ第２０５０３号）

【最新判例紹介】１４ ７５

・大阪地判平１３・９・２５（平成１２年ワ第９１０４号ほか）

【最新判例紹介】１４ ７５

・大阪高判平１３・９・２７（平成１２年ネ第３７４０号）

【最新判例紹介】１４ ６６

・東京地判平１３・９・２８（平成１０年ワ第１１７４０号）

【最新判例紹介】１４ ７６

・大阪地判平１３・１０・９（平成１０年ワ第１２８９９号）

【最新判例紹介】１５ ８９

・東京高判平１３・１０・１１（平成１２年（行ケ）第３４９号）

【最新判例紹介】１４ ６６

・東京高判平１３・１０・２３（平成１０年（行ケ）第１３２号）

【最新判例紹介】１４ ６７

・最一小判平１３・１０・２５（平成１２年（受）第７９８号）

【最新判例紹介】１５ ８２

・東京高判平１３・１０・２５（平成１３年ネ第２９３１号）

【最新判例紹介】１４ ６７

・東京高判平１３・１０・２５（平成１２年ネ第３４１１号）

【最新判例紹介】１４ ６８

・東京地判平１３・１０・２５（平成１１年ワ第６０２４号）

【最新判例紹介】１５ ９０

・大阪地判平１３・１０・２５（平成１２年ワ第５９８６）

【最新判例紹介】１５ ９０

・東京高判平１３・１０・３０（平成９年（行ケ）第２４０号）

【最新判例紹介】１４ ６８

・東京地判平１３・１０・３０（平成１２年ワ第７１２０号）

【最新判例紹介】１５ ９１

・大阪地判平１３・１０・３０（平成１２年ワ第７２２１号）

【最新判例紹介】１５ ９１

・東京地判平１３・１０・３１（平成１２年ワ第１５９１２号）

【最新判例紹介】１５ ９２

・大阪高判平１３・１１・１（平成１３年ネ第２６８号）

【最新判例紹介】１５ ８２

・東京地判平１３・１１・８（平成１２年ワ第２０２３号）

【最新判例紹介】１５ ９２

・東京高判平１３・１１・１３（平成１３年（行ケ）第７２号）

【最新判例紹介】１４ ６８

・東京高判平１３・１１・２７（平成１２年ネ第２９０２号）

【最新判例紹介】１４ ６９

・東京高判平１３・１１・２７（平成１３年（行ケ）第４号）

【最新判例紹介】１５ ８２

・東京高判平１３・１１・２８（平成１３年ネ第２６３０号ほか）

【最新判例紹介】１５ ８３

・東京高判平１３・１１・２９（平成１３年ネ第９５９号）

【最新判例紹介】１５ ８３

・東京地判平１３・１１・２９（平成１３年ワ第５６０３号）

【最新判例紹介】１５ ９２

・東京地判平１３・１１・３０（平成１３年ワ第５７３７号）

【最新判例紹介】１５ ９３

・東京地判平１３・１２・３（平成１３年ワ第２２１１０号）

【最新判例紹介】１５ ９３

・大阪高判平１３・１２・４（平成１２年ネ第３８９１号）

【最新判例紹介】１５ ８４

・大阪地判平１３・１２・４（平成１０年ワ第１２２２５号ほか）

【最新判例紹介】１５ ９４

・東京地判平１３・１２・１０（平成１３年（行ウ）第８７号ほか）

【最新判例紹介】１５ ９５

・大阪地判平１３・１２・１１（平成１３年ワ第２３９０号ほか）

【最新判例紹介】１５ ９５

・大阪地判平１３・１２・１３（平成１２年ワ第４２９０号）

【最新判例紹介】１５ ９６

・東京高判平１３・１２・１９（平成１２年ネ第６０４２号）

【最新判例紹介】１５ ８４

・東京高判平１３・１２・２０（平成１２年（行ケ）第４０号ほか）

【最新判例紹介】１５ ８５

・東京地判平１３・１２・２０（平成１１年ワ第１５２３８号）

【最新判例紹介】１５ ９６

・大阪高判平１３・１２・２５（平成１３年ネ第１７７３号）

【最新判例紹介】１５ ８５

・大阪高判平１３・１２・２５（平成１３年ネ第２３８２号）

【最新判例紹介】１５ ８６

・東京地判平１３・１２・２５（平成１２年ワ第１７０１９号）

【最新判例紹介】１５ ９７

・東京高判平１３・１２・２６（平成１２年ネ第３８８２号）

【最新判例紹介】１５ ８６

・東京高判平１３・１２・２７（平成１１年（行ケ）第２１９号）

【最新判例紹介】１５ ８７

・東京地判平１３・１２・２７（平成１３年ワ第５６６３号）

【最新判例紹介】１５ ９７

・東京高判平１３・１２・２８（平成１３年（行ケ）第４８号）

【最新判例紹介】１５ ８７

・東京高判平１３・１２・２８（平成１３年（行ケ）第４９号）

【最新判例紹介】１５ ８８

Ｌ＆Ｔ №２２ ２００４／１
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Ｌ＆Ｔ №２２ ２００４／１

・東京地判平１４・１・２４（平成１３年ワ第１１０４４号）

【最新判例紹介】１６ ８７

・東京地判平１４・１・２８（平成１２年ワ第２７７１４号）

【最新判例紹介】１６ ８８

・東京高判平１４・１・２９（平成１３年（行ケ）第２８７号）

【最新判例紹介】１５ ８８

・東京高判平１４・１・３０（平成１３年（行ケ）第２６５号）

【最新判例紹介】１６ ８１

・東京地判平１４・１・３０（平成１２年ワ第１２８３８号）

【最新判例紹介】１６ ８８

・東京地判平１４・１・３１（平成１２年ワ第１５０７０号）

【最新判例紹介】１６ ８９

・大阪地判平１４・１・３１（平成１２年ワ第７５１０号）

【最新判例紹介】１６ ８９

・東京高判平１４・２・５（平成１２年（行ケ）第４５７号）

【最新判例紹介】１５ ８９

・東京地判平１４・２・５（平成１３年ワ第１０４７２号）

【最新判例紹介】１６ ９０

・大阪高判平１４・２・１３（平成１３年ネ第２０９５号）

【最新判例紹介】１６ ８１

・東京高判平１４・２・１８（平成１１年ネ第５６４１号）

【最新判例紹介】１６ ８２

・大阪地判平１４・２・１９（平成１１年ワ第１１８５６号）

【最新判例紹介】１６ ９１

・東京地判平１４・２・２１（平成１２年ワ第９４２６号）

【最新判例紹介】１６ ９１

・最二小判平１４・２・２２（平成１３年（行ヒ）第１４２号）

【最新判例紹介】１６ ８０

・最二小判平１４・２・２２（平成１３年（行ヒ）第１４２号）

【重要判例解説〔解説・髙部眞規子〕】１７ ５０

・大阪地判平１４・２・２６（平成１２年ワ第１２７５４号）

【最新判例紹介】１６ ９２

・最一小判平１４・２・２８（平成１３年（行ヒ）第１２号）

【最新判例紹介】１６ ８０

・東京高判平１４・３・１４（平成１３年（行ケ）第２４４号）

【最新判例紹介】１６ ８２

・東京地判平１４・３・１５（平成１０年ワ第２２４９１号）

【最新判例紹介】１６ ９２

・東京高判平１４・３・１９（平成１３年（行ケ）第３６３号）

【最新判例紹介】１６ ８２

・東京地判平１４・３・１９（平成１１年ワ第２３９４５号）

【最新判例紹介】１６ ９３

・大阪地判平１４・３・１９（平成１２年ワ第７４８０号）

【最新判例紹介】１６ ９４

・最二小判平１４・３・２５（平成１３年（行ヒ）第１５４号）

【最新判例紹介】１６ ８０

・最二小判平１４・３・２５（平成１３年（行ヒ）第１５４号）

【重要判例解説〔解説・髙部眞規子〕】１７ ５７

・東京地判平１４・３・２５（平成１１年ワ第２０８２０号ほか）

【最新判例紹介】１６ ９４

・東京地判平１４・３・２５（平成１３年ワ第４２９４号）

【最新判例紹介】１７ ７３

・東京地判平１４・３・２６（平成１２年ワ第１３９０４号ほか）

【最新判例紹介】１６ ９５

・東京高判平１４・３・２７（平成１３年ネ第１８７０号）

【最新判例紹介】１６ ８３

・大阪高判平１４・３・２７（平成１３年ネ第３４９０号）

【最新判例紹介】１６ ８３

・東京高判平１４・３・２８（平成１２年ネ第３６２４号ほか）

【最新判例紹介】１６ ８４

・東京高判平１４・３・２８（平成１２年（行ケ）第３１２号）

【最新判例紹介】１６ ８４

・東京地判平１４・３・２８（平成８年ワ第１００４７号ほか）

【最新判例紹介】１６ ９５

・大阪高判平１４・３・２９（平成１３年ネ第４２５号）

【最新判例紹介】１６ ８４

・大阪高判平１４・４・１０（平成１３年ネ第２５７号ほか）

【最新判例紹介】１７ ６７

・東京高判平１４・４・１１（平成１２年ネ第３６７７号ほか）

【最新判例紹介】１７ ６７

・東京高判平１４・４・１１（平成１２年（行ケ）第６５号）

【最新判例紹介】１６ ８６

・東京高判平１４・４・１１（平成９年（行ケ）第２４９号）

【最新判例紹介】１６ ８５

・大阪地判平１４・４・１１（平成１１年ワ第３８５７号）

【最新判例紹介】１７ ７４

・東京地判平１４・４・１６（平成１２年ワ第１５１２３号）

【最新判例紹介】１７ ７４

・大阪地判平１４・４・１６（平成１２年ワ第６３２２号）

【最新判例紹介】１７ ７５

・大阪地判平１４・４・２３（平成１１年ワ第１２８７５号）

【最新判例紹介】１７ ７５

・最一小判平１４・４・２５（平成１３年（受）第９５２号）

民集５６巻４号８０８頁

【重要判例解説〔解説・髙部眞規子〕】１８ ５１

・東京地判平１４・４・２５（平成１３年ワ第１４９５４号）

【最新判例紹介】１７ ７６

・最一小判平１４・４・２６（平成１３年（受）第９５２号）

【最新判例紹介】１７ ６７

・東京地判平１４・４・２６（平成１３年ワ第２８８７号）

【最新判例紹介】１７ ７７

・東京高判平１４・５・１４（平成１３年（行ケ）第１７２号）

【最新判例紹介】１６ ８６

・大阪高判平１４・５・１５（平成１４年ネ第１２号）

【最新判例紹介】１７ ６８

・大阪地判平１４・５・２３（平成１１年ワ第１２６９９号）

【最新判例紹介】１７ ７８

・東京高判平１４・５・２９（平成１３年ネ第２５３号）

【最新判例紹介】１７ ６８

・東京地判平１４・５・３０（平成１１年ワ第２０３９２号）

【最新判例紹介】１７ ７８

・東京地判平１４・５・３０（平成１３年ワ第２５５１５号）

【最新判例紹介】１７ ７８

・大阪高判平１４・５・３１（平成１３年ネ第２４１０号）

【最新判例紹介】１７ ６８

・東京地判平１４・５・３１（平成１３年ワ第７０７８号）

【最新判例紹介】１７ ８０

・東京地判平１４・６・７（平成１３年ワ第１０４４２号）

xi
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xii

【最新判例紹介】１８ ７５

・東京高判平１４・６・１１（平成１３年（行ケ）第８４号）

【最新判例紹介】１７ ６９

・東京高判平１４・６・１８（平成１４年（行ケ）第１０８号）

【最新判例紹介】１７ ７０

・東京高判平１４・６・１９（平成１２年（行ケ）第８８号ほか）

【最新判例紹介】１７ ７０

・東京高判平１４・６・１９（平成１２年（行ケ）第４１３号）

【最新判例紹介】１７ ７１

・大阪高判平１４・６・１９（平成１３年ネ第３２２６号）

【最新判例紹介】１７ ７１

・東京地判平１４・６・２４（平成１２年ワ第１８１７３号）

【最新判例紹介】１７ ８１

・東京地判平１４・６・２５（平成１２年ワ第３５６３号）

【最新判例紹介】１７ ８２

・東京高判平１４・６・２６（平成１３年ネ第４６１３号ほか）

【最新判例紹介】１７ ７２

・大阪高判平１４・６・２６（平成１３年ネ第２３８５号）

【最新判例紹介】１７ ７１

・東京地判平１４・６・２７（平成１３年（行ウ）第２８５号）

【最新判例紹介】１７ ８２

・東京地判平１４・６・２８（平成１３年ワ第１５８８１号）

【最新判例紹介】１７ ８３

・東京高判平１４・７・２（平成１２年（行ケ）第３８４号）

【最新判例紹介】１７ ７２

・大阪高判平１４・７・３（平成１３年ネ第３０４４号）

【最新判例紹介】１８ ６５

・東京地判平１４・７・３（平成１４年ワ第１１５７号）

【最新判例紹介】１８ ７６

・大阪地判平１４・７・４（平成１３年ワ第８２１４号）

【最新判例紹介】１８ ７６

・大阪高判平１４・７・５（平成１２年ネ第３９３３号）

【最新判例紹介】１８ ６６

・東京地判平１４・７・１５（平成１３年ワ第１２３１８号）

【最新判例紹介】１８ ７７

・東京地判平１４・７・１７（平成１３年ワ第１３６７８号）

【最新判例紹介】１８ ７８

・東京高判平１４・７・１８（平成１３年（行ケ）第４４６号ほか）

【最新判例紹介】１８ ６６

・東京高判平１４・７・２３（平成１４年（行ケ）第４２号）

【最新判例紹介】１７ ７３

・東京高判平１４・７・３１（平成１３年（行ケ）第４４３号）

【最新判例紹介】１８ ６７

・東京地判平１４・７・３１（平成１３年ワ第１３７５８号）

【最新判例紹介】１９１１２

・東京高判平１４・８・９（平成１３年（行ケ）第３７２号）

【最新判例紹介】１８ ６７

・東京地判平１４・８・２２（平成１３年ワ第２７３１７号ほか）

【最新判例紹介】１８ ７９

・東京地判平１４・８・２７（平成１３年ワ第７１９６号）

【最新判例紹介】１８ ８０

・大阪地判平１４・８・２７（平成１３年ワ第８３１号ほか）

【最新判例紹介】１８ ７９

・大阪高判平１４・８・２８（平成１２年ネ第３０１４号ほか）

【最新判例紹介】１８ ６７

・大阪地判平１４・８・２９（平成１２年ワ第８５４５号）

【最新判例紹介】１８ ８１

・東京地判平１４・８・３０（平成１３年ワ第７１２０号）

【最新判例紹介】１８ ８２

・東京地判平１４・９・５（平成１３年ワ第１６４４０号）

【最新判例紹介】１８ ８２

・東京高判平１４・９・６（平成１２年ネ第１５１６号）

【最新判例紹介】１８ ６８

・東京高判平１４・９・１２（平成１３年ネ第４９３１号）

【最新判例紹介】１８ ６８

・大阪地判平１４・９・１２（平成１４年ワ第５８３号）

【最新判例紹介】１８ ８４

・最三小判平１４・９・１７（平成１３年（行ヒ）第７号）

【最新判例紹介】１８ ６５

・最三小判平１４・９・１７（平成１３年（行ヒ）第７号）

【重要判例解説〔解説・長谷川浩二〕】１８ ５９

・大阪高判平１４・９・１８（平成１４年ネ第２８７号）

【最新判例紹介】１８ ６８

・東京地判平１４・９・１９（平成１３年ワ第１７７７２号）

【最新判例紹介】１８ ８６

・大阪地判平１４・９・１９（平成１１年ワ第１０９３１号）

【最新判例紹介】１８ ８４

・東京高判平１４・９・２０（平成１２年（行コ）第１９号）

【最新判例紹介】１８ ６９

・大阪高判平１４・９・２５（平成１３年ネ第３７７３号）

【最新判例紹介】１８ ６９

・最一小判平１４・９・２６（平成１２年（受）第５８０号）

【最新判例紹介】１８ ６５

・最一小判平１４・９・２６（平成１２年（受）第５８０号）

民集５６巻７号１５５１頁

【重要判例解説〔解説・髙部眞規子〕】１９ ８１

・東京高判平１４・９・２６（平成１３年ネ第１９８０号）

【最新判例紹介】１８ ７０

・東京高判平１４・９・２６（平成１４年ネ第１０８９号）

【最新判例紹介】１８ ７０

・東京高判平１４・９・３０（平成１３年（行ケ）第５１８号）

【最新判例紹介】１８ ７１

・大阪高判平１４・１０・２（平成１４年ネ第６２号）

【最新判例紹介】１９１０３

・東京高判平１４・１０・１０（平成１４年ネ第６７５号）

【最新判例紹介】１８ ７１

・大阪高判平１４・１０・１１（平成１２年ネ第２９１３号）

【最新判例紹介】１９１０３

・東京地判平１４・１０・１５（平成１２年ワ第７９３０号）

【最新判例紹介】１９１１２

・東京高判平１４・１０・２４（平成１４年（行ケ）第２１９号）

【最新判例紹介】１８ ７２

・東京高判平１４・１０・２９（平成１２年ネ第２８８７号ほか）

【最新判例紹介】１８ ７３

・東京高判平１４・１０・３０（平成１２年（行ケ）第４３０号）

【最新判例紹介】１９１０４

・東京高判平１４・１０・３１（平成１２年（行ケ）第１７０号）

【最新判例紹介】１８ ７３

Ｌ＆Ｔ №２２ ２００４／１
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Ｌ＆Ｔ №２２ ２００４／１

・大阪地判平１４・１１・１２（平成９年ワ第７４７７号）

【最新判例紹介】１９１１４

・東京高判平１４・１１・１４（平成１４年（行ケ）第３０号）

【最新判例紹介】１９１０５

・東京高判平１４・１１・１４（平成１４年（行ケ）第３９号）

【最新判例紹介】１８ ７４

・東京高判平１４・１１・１４（平成１１年（行ケ）第３７６号）

【最新判例紹介】１８ ７４

・東京地判平１４・１１・１４（平成１３年ワ第１５５９４号）

【最新判例紹介】１９１１５

・大阪地判平１４・１１・１４（平成１３年ワ第８５５２号）

【最新判例紹介】１９１１６

・東京地判平１４・１１・１５（平成１４年ワ第４６７７号）

【最新判例紹介】１９１１６

・東京地判平１４・１１・１８（平成１４年ワ第６２４７号）

【最新判例紹介】１９１１７

・大阪高判平１４・１１・２２（平成１３年ネ第３８４０号）

【最新判例紹介】１９１０５

・大阪地判平１４・１１・２６（平成１２年ワ第７２７１号）

【最新判例紹介】１９１１８

・大阪地判平１４・１１・２６（平成１３年ワ第８９８３号）

【最新判例紹介】１９１１９

・東京高判平１４・１１・２７（平成１４年（行ケ）第３９２号）

【最新判例紹介】１９１０６

・東京高判平１４・１１・２７（平成１４年ネ第２２０５号）

【最新判例紹介】１９１０７

・東京地判平１４・１１・２９（平成１０年ワ第１６８３２号ほか）

【最新判例紹介】１９１２０

・東京地判平１４・１２・１０（平成１２年ワ第１３９２４号）

【最新判例紹介】１９１２１

・大阪地判平１４・１２・１２（平成１３年ワ第９１５３号）

【最新判例紹介】１９１２３

・東京地判平１４・１２・１２（平成９年ワ第２４０６４号ほか）

【最新判例紹介】１９１２２

・東京高判平１４・１２・１９（平成１２年（行ケ）第３８９号）

【最新判例紹介】１９１０７

・東京高判平１４・１２・１９（平成１２年ネ第６２２５号）

【最新判例紹介】１９１０８

・大阪地判平１４・１２・１９（平成１３年ワ第１０９０５号）

【最新判例紹介】１９１２３

・東京高判平１４・１２・２４（平成１３年ネ第５９３１号）

【最新判例紹介】１９１０８

・東京高判平１４・１２・２５（平成１３年（行ケ）第４５３号）

【最新判例紹介】１９１０９

・東京高判平１４・１２・２６（平成１４年（行ケ）第１５１号）

【最新判例紹介】１９１０９

・東京地判平１４・１２・２７（平成１２年ワ第１４２２６号ほか）

【最新判例紹介】１９１２４

・大阪地判平１４・１２・２７（平成１３年ワ第９９２２号）

【最新判例紹介】１９１２４

・東京地判平１５・１・２０（平成１４年ワ第５５０２号）

【最新判例紹介】２０ ７８

・東京地判平１５・１・２０（平成１４年ワ第６４４７号）

【最新判例紹介】１９１２５

・東京高判平１５・１・２１（平成１３年（行ケ）第３５９号ほか）

【最新判例紹介】１９１１０

・東京高判平１５・１・２１（平成１４年（行ケ）第２６６号）

【最新判例紹介】１９１１０

・大阪高判平１５・１・２１（平成１４年ネ第２９４４号）

【最新判例紹介】２０ ６８

・東京地判平１５・１・２１（平成１４年ワ第４８３５号）

【最新判例紹介】２０ ７９

・大阪高判平１５・１・２８（平成１４年ネ第１８３７号）

【最新判例紹介】２０ ６８

・東京地判平１５・１・２８（平成１４年ワ第１０８９３号）

【最新判例紹介】２０ ８１

・東京高判平１５・１・２９（平成１４年（行ケ）第１７８号）

【最新判例紹介】２０ ６９

・東京地判平１５・１・２９（平成１４年ワ第４２３７号）

【最新判例紹介】２０ ８２

・大阪地判平１５・１・３０（平成１４年ワ第３０３４号）

【最新判例紹介】２０ ８３

・東京高判平１５・１・３１（平成１４年ネ第１２９２号）

【最新判例紹介】２０ ６９

・東京地判平１５・１・３１（平成１４年ワ第５５５６号）

【最新判例紹介】２０ ８３

・東京地判平１５・２・６（平成１３年ワ第２１２７８号）

【最新判例紹介】２０ ８４

・東京高判平１５・２・１３（平成１３年（行ケ）第１０５号）

【最新判例紹介】１９１１１

・大阪地判平１５・２・１３（平成１４年ワ第９４３５号）

【最新判例紹介】２０ ８５

・大阪高判平１５・２・１８（平成１４年ネ第１５６７号）

【最新判例紹介】２０ ７０

・東京地判平１５・２・２０（平成１４年ワ第３９６５号）

【最新判例紹介】２０ ８６

・東京地判平１５・２・２６（平成１４年ワ第６２４１号）

【最新判例紹介】２０ ８６

・最一小判平１５・２・２７（平成１４年（受）第１１００号）

民集５７巻２号１２５頁 【最新判例紹介】２０ ６７

・最一小判平１５・２・２７（平成１４年（受）第１１００号）

民集５７巻２号１２５頁

【重要判例解説〔解説・髙部眞規子〕】２０ ４７

・大阪高判平１５・２・２７（平成１４年ネ第２７７６号）

【最新判例紹介】２０ ７１

・大阪地判平１５・２・２７（平成１３年ワ第１０３０８号ほか）

【最新判例紹介】２０ ８７

・東京地判平１５・２・２８（平成１４年ワ第１５４３２号）

【最新判例紹介】２０ ８８

・大阪高判平１５・３・１３（平成１４年ネ第７１１号）

【最新判例紹介】２０ ７２

・東京高判平１５・３・２０（平成１４年（行ケ）第４０３号）

【最新判例紹介】２０ ７２

・東京高判平１５・３・２５（平成１１年（行ケ）第３３０号ほか）

【最新判例紹介】２０ ７３

・東京高判平１５・３・２７（平成１４年（行ケ）第３１１号）

【最新判例紹介】２０ ７４

・大阪高判平１５・３・２７（平成１４年ネ第２３３０号）
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【最新判例紹介】２０ ７４

・東京地判平１５・３・２８（平成１１年ワ第１３６９１号ほか）

【最新判例紹介】２０ ８８

・東京高判平１５・４・１０（平成１３年（行ケ）第２６４号）

【最新判例紹介】２０ ７４

・最二小判平１５･４･１１（平成１３年（受）第２１６号）

【最新判例紹介】２０ ６７

・最三小判平１５･４･２２（平成１３年（受）第１２５６号）

【最新判例紹介】２０ ６７

・東京高判平１５・４・２２（平成１４年（行ケ）第３３５号）

【最新判例紹介】２０ ７５

・東京高判平１５・４・２４（平成１４年（行ケ）第２５３号）

【最新判例紹介】２０ ７６

・東京高判平１５・５・８（平成１４年（行ケ）第５３８号）

【最新判例紹介】２０ ７７

・東京高判平１５・５・８（平成１４年（行ケ）第６０８号）

【最新判例紹介】２０ ７７

・東京高判平１５・５・８（平成１４年（行ケ）第６１６号）

【最新判例紹介】２０ ７８
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